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地域医療介護総合確保基金を活用した介護施設等の整備

１．地域密着型サービス施設等の整備への助成
① 可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域密着型サービス施設・事業所等の整備（土地所有者（オーナー）が施設運営法人に有償で貸し

付ける目的で整備する場合や、改築・増改築を含む）に対して支援を行う。
（対象施設） 地域密着型特別養護老人ホーム（併設されるショートステイ用居室を含む）、小規模な老人保健施設、小規模な介護医療院、小規模な養護老人ホーム、小規模な特定施設（ケアハ

ウス、介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅））、都市型軽費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型デイサービスセンター、介護予防拠点、地域包括支援センター、生活支援ハウス（離島・奄美群島・山村・水
源地域・半島・過疎地域・沖縄・豪雪地帯に係る振興法や特別措置法に基づくものに限る）、緊急ショートステイ、施設内保育施設

※定員30人以上の広域型施設の整備費については、平成18年度より一般財源化され、各都道府県が支援を行っている（介護医療院を含む）。

② 上記対象施設を合築・併設を行う場合に、それぞれ補助単価の５％加算を行う。
③ 空き家を活用した地域密着型サービス施設・事業所等の整備について支援を行う。
④ 介護離職ゼロ50万人受け皿整備と老朽化した広域型施設の大規模修繕を同時に進めるため、介護離職ゼロ対象サービス(※)を整備する際に、あわせて行

う広域型特別養護老人ホーム等の大規模修繕・耐震化について支援を行う。
※特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護、

特定施設（ケアハウス、介護付きホーム）。いずれも定員規模を問わない。
⑤ 一定の条件の下で、災害レッドゾーン・災害イエローゾーンに立地する老朽化等した広域型介護施設の移転建替（災害イエローゾーンにおいては現地建

替も含む。）にかかる整備費の支援を実施。
⑥ 移転用地の確保が困難な大都市において、老朽化した介護施設の改築・大規模修繕等を促進させるため、工事中に介護施設の利用者を受け入れる代替施

設の整備を公有地において実施する場合の費用の支援を実施。
⑦ 地域の介護ニーズに応じて、地域密着型施設から広域型施設への転換による受け皿の拡大、２施設以上の施設の集約化・ダウンサイジング等（サービス

転換含む）に取り組む施設整備費（大規模修繕含む）の支援を実施。※ 都市部においては、５％の加算を設定。

２．介護施設の開設準備経費等への支援
① 特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備（既存施設の増床や再開設時、大規模修繕時を含む）に要する経費の支援を行う。

※定員30人以上の広域型施設を含む。広域型・地域密着型の特別養護老人ホームに併設されるショートステイ用居室を含む。
※「大規模修繕時」は、施設の大規模修繕の際に、あわせて行う介護ロボット、ICTの導入支援に限る。
※介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発のための取組についても支援を行う。

② 在宅での療養生活に伴う医療ニーズの増大に対応するため、訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置に必要な設備費用等に
ついて支援を行う。

③ 土地取得が困難な地域での施設整備を支援するため、定期借地権（一定の条件の下、普通借地権）の設定のための一時金の支援を行う。
④ 介護施設で働く職員等を確保するため、施設内の保育施設の整備、介護職員用の宿舎の整備に対して支援を行う。

３．特養多床室のプライバシー保護のための改修等による介護サービスの改善
① 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室における多床室のプライバシー保護のための改修費用について支援を行う。
② 特別養護老人ホーム等のユニット化改修費用について支援を行う。
③ 施設の看取りに対応できる環境を整備するため、看取り・家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行う施設の改修費用について支援を行う。
④ 共生型サービス事業所の整備を推進するため、介護保険事業所において、障害児・者を受け入れるために必要な改修・設備について支援を行う。

対象事業

※１～３を行う施設・事業所等が、特別豪雪地帯又は奄美群島・離島・小笠原諸島に所在する場合は、補助単価の８％加算が可能。

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整
備を促進するための支援を行う。

令和７年度予算案（令和６年度当初予算額）：252億円（ 252億円）
※国と都道府県の負担割合２／３、１／３

※赤字が令和7年度当初予算案による拡充分

（代替施設を活用できる介護施設等）
特別養護老人ホーム（併設されるショートステイ用居室を含む）、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホーム、軽費
老人ホーム、介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）、
認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、認知症対応型デイサービスセンター、介護予防拠点、地域包括支援
センター、生活支援ハウス（離島・奄美群島・山村・水源地域・半島・過疎地域・沖縄・豪雪地帯に係る振興法や特別措置法に基づくものに限
る）、緊急ショートステイ、施設内保育施設
※いずれも定員規模は問わない。

（例外）

移転用地の確保が困難な大都市に所在する老朽化した介護施設等の改築・大規模修繕等を促進させるために、
改築・大規模修繕等の工事中に利用者を受け入れるための代替施設を整備する事業を対象とする。

（補助要件等）
代替施設を活用するためには、工事を行う介護施設等が大都市に所在すること。

※ 大都市とは、指定都市、特別区、その他都道府県知事が必要と認めた地域
代替施設を整備する土地が公有地であること。
代替施設がレッドゾーン・イエローゾーンに所在しないこと（イエローゾーンについては例外あり。）。
実施主体は、都道府県、指定都市、特別区、その他都道府県知事が必要と認めた地方公共団体とする。
代替施設を整備するにあたっては、施設種別ごとに定めのある施設基準を遵守すること。

自然災害等が発生した場合において、実施主体の長がやむを得ないと判断した場合は、一時的に代替施設以外の
目的で活用しても差し支えない。

介護施設等の改築・大規模修繕等の工事中における代替施設整備事業（Ｒ７～）案
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地域密着型特別養護老人ホーム（併設されるショートステイ用居室を含む）、小規模な老人保健
施設、小規模な介護医療院、小規模な養護老人ホーム、小規模な特定施設（ケアハウス、介護
付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅））、都市型軽費老人ホーム、認
知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型デイサービスセンター、介護予防拠点、地域包括
支援センター、生活支援ハウス（離島・奄美群島・山村・水源地域・半島・過疎地域・沖縄・豪雪地帯に係る振興法や特別措置法に基づ
くものに限る）、緊急ショートステイ、施設内保育施設

高齢者の増加が見込まれる大都市において、介護施設等の不足や人材競争の激化、介護ニーズの増加等に対応
するため、都市部に所在する地域密着型サービス等が、広域型施設への転換（サービス転換を含む）を行う事業に
ついて対象とする。

（対象施設等）

対象施設等が都市部に所在すること。
※ 都市部とは、都道府県知事が必要と認めた地域

事業者は、転換及び生産性向上に資する投資に関する計画を作成し、施設等が所在する市町村町の同意を
得ること。
転換後の施設等がレッドゾーン・イエローゾーンに所在しないこと（イエローゾーンについては例外あり。）。
当事業の実施を行った介護施設等は、事業実施後に処遇改善加算Ⅰ若しくはⅡ又はそれらに相当する加算を
取得すること。

地域密着型サービス等から広域型施設への転換事業（Ｒ７～）

（補助要件）

案

定員30名以上の広域型介護施設等（※）
※ 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ、介護老人保健施設、介護医療院、ケアハウ
ス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）、養護老人ホーム、介護付きホーム（有料老
人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの。
ただし、一部地域における整備に限る。）

地域の実状を踏まえた定員の減員を行うため、過疎地域等に所在する広域型の介護施設等を、広域型介護
施設（床数減少）や地域密着型サービス等施設へと転換（サービス転換を含む）する事業を対象とする。

（対象施設等）

対象施設等が過疎地域等※に所在すること。
整備内容（ダウンサイジング）は、現在定員を基準として 10 パーセント以上の減員（転換を含む）に必要な
整備とする。
事業者は、減員及び生産性向上に資する投資に関する計画を作成し、施設等が所在する市町村町の同意を
得ること。
転換後の施設等がレッドゾーン・イエローゾーンに所在しないこと（イエローゾーンについては例外あり。）。
当事業の実施を行った介護施設等は、事業実施後に処遇改善加算Ⅰ若しくはⅡ又はそれらに相当する加算を
取得すること。

※離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８ ９号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）、水源地域対策
特別措置法（昭和４８年法律第１ １８号）、半島振興法（昭和６０年法律第６３号）、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措 置法（令和３年法律第１９号）、
沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）又は豪雪地帯対 策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）の適用を受ける地域（過疎地域の持続的発展の支援に関 す
る特別措置法の施行に伴う厚生労働省関係省令の整理等に関する省令（令和３年厚生労働省令第 ８３号）附則第４条の適用をうける場合を含む）。

広域型施設におけるダウンサイジング実施事業（Ｒ７～）

（補助要件）

案
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地域の介護ニーズに応じたサービスを提供するため、大都市及び過疎地域等に所在する次の2 つ以上の広域型施設が合築又は併
設を行う場合に必要な整備を実施する事業及び、広域型・地域密着型サービス等の施設等が、2 施設以上を統廃合するために必
要な整備する事業を対象とする。

（対象施設等）

対象施設等が大都市※１又は過疎地域等※２に所在すること。
事業者は、減員及び生産性向上に資する投資に関する計画を作成し、施設等が所在する市町村町の同意を
得ること。
当事業の実施後の施設等がレッドゾーン・イエローゾーンに所在しないこと（イエローゾーンについては例外あり。）。
過疎地域等においてが当事業を実施するにあたっては、当事業実施後の施設等が、都市再生特別措置法第
81条による立地適正化計画に記載される居住誘導区域等に立地すること。
当事業の実施を行った介護施設等は、事業実施後に処遇改善加算Ⅰ若しくはⅡ又はそれらに相当する加算を
取得すること。

※１ 指定都市、特別区、その他都道府県知事が必要と認めた地域（人口20万人以上を目安とする）
※２ 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８ ９号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）、水源地域

対策特別措置法（昭和４８年法律第１ １８号）、半島振興法（昭和６０年法律第６３号）、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１
９号）、沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）又は豪雪地帯対 策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）の適用を受ける地域（過疎地域の持続的発展
の支援に関する特別措置法の施行に伴う厚生労働省関係省令の整理等に関する省令（令和３年厚生労働省令第８３号）附則第４条の適用をうける場合を含む）

介護施設等の集約・再編実施事業（Ｒ７～）

（補助要件）

特別養護老人ホーム（併設されるショートステイ用居室を含む）、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホーム、軽費老人
ホーム、介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるも
の）、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護事業所、認知症対応型デイサービスセンター、介護予防拠点、地域包括支援センター、生活支援ハウス
（離島・奄美群島・山村・水源地域・半島・過疎地域・沖縄・豪雪地帯に係る振興法や特別措置法に基づくものに限る）、緊急
ショートステイ、施設内保育施設
※いずれも定員規模は問わない。

案
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